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今日，日本と発展途上国とりわけアジア諸国の

間で， 「技術摩擦」問題が深刻化している。他の

経済摩擦同様，国際技術移転をめぐるこの摩擦

は， とかく国際的・国内的政治の論理から発生し

がちであり，政治的動機を多分に含んでいるけれ

ども，経済開発・経済発展にかかわるすぐれて経

済的問題でもある（注1)。

経済発展との関連において国際技術移転の・重要

性が認識され始めたのはすでに 150年あまり前で

ある。先進資本主義国イギリスからの機械，熟練

の移転・伝播を後発のヨーロッパ，アメリカが必

要としながら自由にならなかったことに端を発し

た（ランデス若 石坂昭雄・富田庄一訳『西ヨーロッパ

工業史』みすず書房 1980年参照）。また，今日の発

展途上国への技術移転の積極的意義については，

すでに 19世紀後半に議論されてもいる（その代表

的なものが， カール・マルクスの『経済学批判要絹』

や，「イギリスのインド支配の将来の結果」〔1853年〕に

おける，「資本の文明化作用」論）。

しかしながら，今日ほど後発国への技術移転の

問題がひろくかつ深刻に議論されたことはなかっ

た。南北間の格差の縮小が焦眉の課題となって以

来，とくにたんに資本導入の拡大では問題の解決

をもたらさず，それはかえって債務累積の深刻化

をもたらすという状況のなかで，技術の獲得こそ

問題の解決を長期的にはもたらしうるとの認識が

ひろがり，深まったからである。

こうした認識にたつ技術移転問題こそ，種々の

領域の技術移転問題のなかで今日では主役となっ

ている。小論は，南北間技術移転に関する日本の

研究をサーベイすることを目的とするが，その際

に，筆者の能力，関心，紙幅の都合上，民間企業

ベースの技術移転論に限定したい。けだし，民間

ベースの技術移転問題が，国際的にも，日本国内で

も，より深刻に討究されている事柄だからである。

（注 1) 「経済彫擦」の論理的整理のうえて関ll末

夫・庄田安殷〔37〕が有益であろう。

I 南北問題としての技術移転

いうまでもなく，先進国から発展途上国への技

術移転をめぐる問題状況は， 「南北問題」一般の

問題状況と同じく，すこぶる複雑なものである。

技術移転をめぐる南北間の対話と対立の状況を論
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じた文献は数多いが，そのうちで以下のものは簡

明である。長尾真文「技術移転と南北協力」 （斎

薩優紺〔33〕所収），黒子孟夫〔25〕，川田侃「開発途

上国における経済発展と技術移転問題」（川田侃．

碓氷諄・大熊忠之編〔19)所収），大西克邦〔12〕，小原

喜雄〔15〕，松山隆葵[56J。

いずれの論文も，技術という財の性格（公共財か

否かなど），技術移転への思惑と立場に関して南北

間の認識が対立しており，技術移転の南北問題は

長期にわたって討論されつづけるべき性格のもの

であることを示している。

II 技術移転の→般理論

南北間技術移転論は問題領域が広範でありなが

ら，まだ緒についたばかりであり，標準的な概論

に乏しい。諸用語法，概念規定も論者によりまち

まちであって，戸惑うことが多い。そのなかで

も，さしあたり，菰田文男〔30〕，長尾前掲論文，

黒子〔25]が簡明である。

技術移転の一般論の構築をめざした労作のなか

で，斎藤[32〕，菰田〔31〕はとくに注目される。斎

藤の一般理論はN（ニーズ）ーR(lJソース）関係説

に隼約されている。個々の技術移転のあり方は供

与国，受入国双方のNとRの組み合わせによって

決められるべきだ，という説である。斎藤の一連

の著作は，多くの技術移転事例についての知見に

立って，政策論的志向の強いものであるが，これ

；こ対して菰田の著作は，多くの，とくに外国の研

究を詳細に検討した理論志向の強し、労作である。

とくに，マルクスとバーノン，マンスフィールド

などの理論を総合化しようと試みている。

この菰田にもみられるように，日本の著作は，

プロダクトライフサイクル論を多かれ少なかれ福
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にしている。

さて，技術移転論の対象領域は広いものである

が，そのうちとくに，技術選択・適正技術論につ

いては，吉田昌夫(61Jが注目されてよい。その理

由として，まず，適正技術論史がよく概観されて

いる点があげられる。また，車輪の技術さえなか

ったようなアフリカは近代技術の移転の問題を考

察するうえで格好な場であるように思われる。

技術移転は後発国の生産構造と生産性を変え，

もって国際貿易関係を変動させる。このような面

について多くの研究があるが，小島清〔26,27], 

アジア経済研究所編〔 3〕，高橋一郎(41]，日本経

済調査協議会〔48〕がその例である。

技術の移転経路・形態もまた技術移転論の重要

領域である。ちなみに，技術の移転において完全

子会社，合弁，純技術提携の諸経路のうちで最も

効率的なものは何か，ということをめぐって世界

的に論争がある。和気洋子〔64]は完全子会社の

役割を高く評価し，林伸史〔51〕はその逆である。

秋山憲治〔 1Jは合弁が最良であると評価する。

しかし，どのチャンネルがよいかは，受入側の

条件，各技術の特性，技術の出し手側の事情など

によって，ケースバイケースで判断されるべきで

あろう。鳥居泰彦は〔11〕において技術移転の形

態学 (morphosis) をうち出し，機械の移動，プラ

ントの移動，百｛賃子会社，マジョリティ合弁，マイ

ノリティ合弁，純技術提携といった型は，受入国

の工業発展のレベルに照応する，という動態的な

論理関係を提示している。他方，菰田〔31Jは，

技術の性質や技術のライフサイクル上の位骰によ

、，てチャンネルが異なることを主張している。

さらに，鈴木淑之は日本在外企業協会〔49]に

おいて，合弁という一定の経路内でも，供与側の

技術が日進月歩であるので，受取側の技術能力が
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著しく高度にならない限り技術移転は完了できな

い点を，一種の段階論を嘩入して図式化している。

m 技術移転の日本的特性

技術移転はすぐれて国際経済学的テーマである

反面，各国個有の社会経済状況を反映してもい

る。小島 (26, 27〕は日本の資本と技術がアジア

発展途上国に多量に輸出され始めた事実をふま

え， H本の技術はアメリカのそれよりも発展途上

国にとって適正である，と主張して注日されてき

た。なぜならば日本は欧米の技術を導入したあ

と，これに改良を施し，技術の安定化を実現し，

それがまたアメリカよりも労働集約的技術である

からである，という。

この説は，今日までひろく承認されているもの

である。しかし，この説に対する修正を求める見

解も出されつつあり，よりきめ細かい議論も展開

されつつある。そのひとつとして碓氷葬 (8〕の

反論は説得力をもっている。

他方，技術の移転は，企業組織や経営糾織，ま

た日本型取引習慣臼深い関連性をもつことが主張

され始めている。その典型として，姉川知史(4J, 

アジア経済研究所編(3J,服部民夫(50], エンジ

ニアリング振興協会〔11]等がある。技術は，実

際のところ，科学とはちがって，すこぶる社会経

済的関係と不可分であるので，この種の議論も注

Hされていってよいであろう。なお，技術移転を

業務として実施した H本企業の直接担当者の体験

記（たとえば，高岩和雄〔40]，森進(58])は， この間

題の解明に大いに役立つ。

W 日本の経験から

発展途上国の技術移転・技術発展を論じるうえ

技術移転

で，元後発国たる H本の技術導入・技術発展の経

験が引照基準やヒントになりうる。このアプロー

チからかねてより石川滋〔 6〕，尾高煙之助〔13〕，

清川雪彦 (23〕らが手がたい成果をあげてきた。

国連大学からアジア経済研究所が受託したフ゜ロ

ジェクト「技術の移転・変容・開発ー一日本の経

験ー一」は， 13本の経験のなかから今日の発展途

上国にとって役立つヒントはないかという目的

で，日本研究の専門家の協力の下に遂行されたも

のであった。その成果は，豊田俊雄〔46)などの

形で刊行されつつあるし，これに先行してその中

間的成果として約80本の個別論文が国連大学より

公けにされた。

これらの成果をふまえた総論として林武(52)が

ある。そこでは民族的政策と自助努力の重要性が

強調され，また外国からの技術の導入以後の発展

の5段階説 ((1)操作技術の習得，（2）保守技術の確立，

(3}修理技術の習得と一連の小改良，（4｝自主設計の技術的

確立，（5｝国産化＝自主開発）や技術の 5M説（技術は，

materials, machines, man power, management, 

marketsで構成され，技術の存立は多くの要因を必要と

するという主張）が展開されている。

溝入技術のこの段階説に対して，星野芳郎〔54]

は，日本の場合にユニークなものとして最後の段

階は「システム管理」化であるとしている。

筆者としては， 1970年代以降日本からの改良技

術の対外輸出という事実からすれば，導入技術の

発展の最終段階は， 「改良・修正・自主技術の輸

出」であろうと思う。

結びにかえて

技術移転論は南北間の著しい緊張状況を反映し

て次々と新しい論理展開と実態調査が行なわれて

6ぅ
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きたが，以上から明らかなように，珂論上の整序

も実態解明もいまだ乏しV'o筆者は，実態の調査を

池道につみ電ねることと，理論研究を精緻化する

ことの双方が相連携しつつ進むことを期待する。
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